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防衛装備庁の装備品等の研究開発における情報提供企業の募

集（ＲＦＴ）及び情報提供依頼（ＲＦＩ）の実施要領につい

て（通知）

標記について、装備品等の研究開発の実施要領について（装技計第１２

３８３号。令和６年７月５日）別紙の第１０の規定に基づき、別紙のとお

り定めたので通知する。

なお、防衛装備庁の装備品等の研究開発における情報提供企業の募集（Ｒ

ＦＴ）及び情報提供依頼（ＲＦＩ）の実施要領について（装技計第１３４

３１号。令和５年７月３１日）は廃止する。

添付書類：１ 別紙

２ 研究開発事業における情報提供依頼（ＲＦＩ） 解説書



別紙

防衛装備庁の装備品等の研究開発における情報提供企業の募集（ＲＦＴ）及び情

報提供依頼（ＲＦＩ）の実施要領

１ 趣旨

今後計画している研究開発事業について、構想段階から広く将来の装備品等の

研究開発への参入意思を問うなど、潜在的な競合事業者の存在を把握するととも

に、広範囲にわたる研究開発事業の情報提供を募るなど公正性と情報収集範囲の

拡大とを両立可能とする仕組みである情報提供企業の募集（ＲＦＴ）及び情報提

供依頼（ＲＦＩ）の実施するため、必要な要領について定めるものである。

２ 定義

この要領において使用する用語の意義は、次の各号に定めるところによる。

⑴ ＲＦＴ Request For Tenderの略。ＲＦＩ（Request For Information）に先立ち、
情報提供する意思のある企業を募集する文書のことをいう。

⑵ ＲＦＩ Request For Information の略。装備品等の研究開発を実施する上で、
試作事業等を具現化するために必要な情報を得るために、企業に情報提供を依

頼する文書のことをいう。

３ 対象とする事業

対象とする事業は、次年度以降予算概算要求を予定している装備品等の研究開

発のうち、企業からの情報収集を必要とするものを基本とする。ただし、秘匿性

の高い事業や他の事業に影響を及ぼすと判断（装備庁要求事業にあっては技術戦

略部技術計画官（以下「技術計画官」という。）が、各自衛隊等要求事業にあっ

てはプロジェクト管理部事業監理官（以下「事業監理官」という。）が判断する

ものとする。）する場合は、この限りではない。

４ 情報収集の手順

ＲＦＴ及びＲＦＩを用いた情報収集は、以下の各号に掲げる手順を基本とする。

⑴ 担当する長官官房装備開発官付開発室及び研究所研究室（以下「担当室」と

いう。）は、別記様式第１で示す項目を参考にＲＦＴの原案を作成するととも

に、別記様式第２で示す項目を参考にＲＦＩの原案を関係機関と調整の上、作

成し、装備庁要求事業にあっては技術計画官に、各自衛隊等要求事業にあって

は事業監理官に送付する。

⑵ 前号により送付された原案に関し、ＲＦＴについては目的の適正性、情報提

供企業の要件の公正性、対外的な影響等を、ＲＦＩについては事業内容との整

合性、情報提供要求内容の公正性、秘匿情報の有無等を別記様式第３に定める

調整会議において審議し、了承を得た上で、ＲＦＴ及びＲＦＩを決定する。

⑶ 技術計画官又は事業監理官は審議の結果を反映したＲＦＴについて、防衛装

備庁のホームページへの掲載を依頼し、公告を行う。

なお、ＲＦＴの掲載期間については、掲載後１０日以上とする。ただし、緊

急を要する場合には、５日間まで短縮することができる。また、ＲＦＴ掲載期

間中の問合せについては、装備庁要求事業にあっては技術計画官が、各自衛隊

等要求事業にあっては事業監理官が処理するものとする。



⑷ 担当室は、ＲＦＩに適切な取扱区分（取扱い上の注意を要する文書等及び注

意電子計算機情報の取扱いについて（防防調第４６０８号。１９．４．２７）

第１第２項各号に掲げる取扱い上の注意を要する文書等の種類等による区分を

いう。第７号において同じ。）を設定して管理し、少なくとも概算要求年度ま

では必ず保存する。

⑸ ＲＦＴに定められた期限内に、情報提供の意思のある企業から別記様式第４

に示す「情報提供意思表明書」の提出を受けた場合は、装備庁要求事業にあっ

ては技術計画官にて、各自衛隊等要求事業にあっては事業監理官にて受領後、

保存するとともに、担当室に写しを送付する。担当室は、情報提供意思表明書

を提出した企業に対して、別記様式第５に示す「情報提供依頼書等の保全に関

する誓約書」の提出を求め、担当室にて受領後、保存する。

⑹ 担当室は、「情報提供依頼書等の保全に関する誓約書」を提出した企業に対

し、ＲＦＩに関して官が提供、開示する情報の取扱い等に関して説明後、当該

企業に対し、ＲＦＩを交付し、内容について説明を行う。ＲＦＩの交付の方法

は電子メール（防衛省中央ＯＡネットワーク・システム運用管理要綱について

（防整情第３２１４号。令和４年３月２日）別冊第１第２項第４号に規定する

部外系の電子メールをいい、第３第２項に規定する情報の範囲に限る。）、書

留（郵便法（昭和２２年法律第１６５号）第４５条第１項に規定する書留をい

う。）とした第１種郵便物（同法第２０条第１項に規定する第１種郵便物をい

う。）、手交その他の適当な方法により行うものとする。

⑺ 担当室は、企業よりＲＦＩによる情報提供を受けた場合は、提供情報を受領

後、保存する。

なお、提供情報は試作事業を概定するために必要な基礎資料であるため、取

扱区分を「部内限り」以上とし、少なくとも概算要求年度までは必ず保存する。

また、企業側が使用の制限を希望する情報については、当該箇所について、企

業側と相互に確認するものとする。

⑻ 担当室は、ＲＦＩにより得られた情報を装備品等の研究開発の実施要領につ

いて（装技計第１２３８３号。令和６年７月５日）別紙の第７第１１項の規定

に基づき設置された研究開発グループのメンバー等の協力を得て分析を行い、

研究開発事業計画の立案、概算要求及び仕様書等を作成するものとする。

なお、ＲＦＩにより得られた情報のうち重要と考えられるものについては、

基盤研究に係る内容と合わせ技術管理報告により報告を行う。

５ 留意事項

⑴ 企業等との接触については、調達等関係業務に従事している職員が防衛省の

退職者を含む業界関係者等と接触する場合における対応要領について（防経装

第８３０３号。１９．８．３０）による。

なお、企業との接触に関しては、企業ごと個別に対応するものとする。

⑵ ＲＦＴ及びＲＦＩについては、秘密等（特定秘密の保護に関する法律（平成

２５年法律第１０８号）第３条第１項に規定する特定秘密、日米相互防衛援助

協定等に伴う秘密保護法（昭和２９年法律第１６６号）第３条第１項に規定す

る特別防衛秘密及び秘密保全に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３６号）

第２条第１項に規定する秘密をいう。）は記載してはならない。

⑶ ＲＦＩにより得られた情報は、研究開発事業の立案の検討に使用するものと

し、他の目的で使用する場合は、提案企業の許可を得なければならない。



⑷ 企業よりＲＦＩによる情報提供を受けるまでの間、企業からの質問に対する

回答は文書によるものとし、その質問及び回答の内容は情報提供意思表明書を

提出した全ての企業と共有しなければならない。

⑸ 情報提供意思表明書を提出した企業がＲＦＩによる情報提供を行う前に辞退

する旨を申し出た場合は、辞退書（書式自由）の提出及びＲＦＩの返却又は消

去を当該企業に対して求めるものとする。

⑹ 技術計画官、事業監理官及び担当室は、企業から提出される「情報提供意思

表明書」及び「情報提供依頼書等の保全に関する誓約書」が真正であることを

確認するための措置を講じるものとする。



別記様式第１

情報提供企業の募集

防衛装備庁は、○○○システムに関して、その取得方法を検討するに当たり、以

下のとおり、情報提供する意思のある企業を募集しますので、ご協力をお願いしま

す。

令和 年 月 日

防 衛 装 備 庁

記

１ 募集の目的

２ 情報提供企業の要件

３ 情報提供に係る意思の確認

情報提供する意思のある企業は、令和○○年○月○日（○）○○○までに、情

報提供意思表明書（別添）に前項の要件を確認できる書類を添付の上、第６項に

示す担当窓口に提出してください。また、提出する場合は、前日までに電子メー

ルでその旨を同担当窓口に連絡してください。

４ 今後の進め方

本提案に応じた企業のうち、別途提示する情報提供依頼書等の保全に関する誓

約書を提出後、第２項の要件を確認した者との間で意見交換を行い、その後、情

報提供依頼を行います。

なお、本提案への協力により、将来における本システムに関連する何らかの事

業の実施を約束するものではありません。

５ その他

⑴ 本情報提供に関して使用する言語は日本語とする。

⑵ 貴社が提出された情報提供書は、行政機関の保有する情報の公開に関する法

律（平成１１年法律第４２号）による開示請求があった場合、防衛装備庁が開

示することを制限した内容を除き、開示することを前提とします。ただし、貴

社が防衛省以外に開示制限を希望する情報については、具体的内容及び理由を

明記（様式任意）することにより、貴社の許可なく開示することはありません。

６ 担当窓口

防衛装備庁 技術戦略部 技術計画官／プロジェクト管理部 事業監理官（〇

〇担当）

住所：〒１６２－８８７０ 東京都新宿区市谷本村町５－１

電話：０３－３２６８－３１１１（内線）○○○○○

電子メールアドレス：○○@○○○○.mod.go.jp



別記様式第２

ＲＦＩに記載する項目例

１．情報提供依頼の目的

１．１ 用語及び定義

２．事業の基本方針及び構想

２．１ 事業の基本方針

２．２ 構想

２．３ 参考とすべき機能・性能

３．情報提供依頼事項

３．１ システム検討

３．２ 解明すべき技術課題の抽出と解明方法

３．３ 事業全体のプロセスの検討及び想定されるリスクの分析・評価

３．４ 事業全体の試験評価構想の検討

３．４．１ 試験評価項目及び試験実施要領

３．４．２ 官主体で実施が必要と考える試験及びその理由

３．５ 概算経費の検討

３．５．１ 試作品費及び開発総経費の試算

３．５．１．１ 試験を民で全て実施する場合及び官民で分担して実施する

場合の試算

３．５．１．２ 官民の試験分担とスケジュール及び経費の感度分析

３．５．２ 見積り量産単価及びライフサイクルコストの試算

３．６ その他の取得方法

４．情報提供要領

４．１ 様式

４．２ 提出期限

４．３ 提出方法

４．４ 提出先

４．５ 質疑応答

４．６ 情報保全

４．７ その他



別記様式第３

調整会議設置要領

１ 調整会議

⑴ 調整会議（以下「会議」という。）は、次の委員をもって構成する。

なお、会議は審議対象の事業に関連しない委員の出席を必ずしも要しないもの

とする。

長官官房会計官、長官官房装備開発官、プロジェクト管理部事業計画官、プ

ロジェクト管理部事業監理官、プロジェクト管理部装備技術官、技術戦略部技

術戦略課長、技術戦略部技術計画官、技術戦略部技術振興官、各研究所の研究

企画官

⑵ 議長は、装備庁要求事業にあっては技術戦略部技術計画官をもって、各自衛

隊等要求事業にあってはプロジェクト管理部事業監理官をもって充て、会議を

主宰する。

⑶ 議長は、特に必要があると認めるときは、上記委員以外の者を会議に参加さ

せることができる。

⑷ 説明者は担当室の室長とする。

２ その他

会議の庶務は、装備庁要求事業にあっては技術戦略部技術計画官において、各

自衛隊等要求事業にあってはプロジェクト管理部事業監理官において行う。



別記様式第４

防衛装備庁 技術戦略部 技術計画官／プロジェクト管理部 事業監理官（〇〇担当）

御中

情報提供意思表明書

所 在 地

企 業 名

代表者氏名

○○について情報提供の意思を表明します。

１ 企業名

２ 所在地

３ 担当者氏名

４ 所属部署

５ 電話番号

６ FAX

７ 電子メールアドレス



別記様式第５

情報提供依頼書等の保全に関する誓約書

当社は、情報提供依頼書（令和○○年○月 防衛装備庁長官官房装備開発官（○
○担当）付第○開発室）によって開示される取扱い上の注意を要する文書等（取扱
い上の注意を要する文書等及び注意電子計算機情報の取扱いについて（防防調第４
６０８号。１９．４．２７）第１に規定される取扱い上の注意を要する文書等をい
う。以下「情報提供依頼書等」という。）の保全のため、次の事項について誓約し
ます。

１ 当社は、情報提供依頼書等の保全を確実にし、万が一、情報提供依頼書等の漏
えいの事実があった場合には、情報提供依頼書等の取扱い上の責任を負います。
当社の従業員の故意又は過失により情報提供依頼書等が漏えいした場合であって
も、当社はその責任を免れることはありません。

２ 当社は、情報提供書の提出期限までに情報提供依頼書等の全てを防衛装備庁長
官官房装備開発官（○○担当）付第○開発室（以下「○開○室」という。）に返
却します。また、電子メールで受領した情報提供依頼書等の全てを確実に消去し
ます。

３ 当社は、情報提供書の作成作業（以下「本作業」という。）に関係のある当社
従業員のみに情報提供依頼書等を供覧します。

４ 本作業上、真にやむを得ず本作業を他社と共同して行う場合には、前項の規定
にかかわらず、当社は本作業を共同して行う社からこの誓約書と同旨の誓約書を
当社に提出させた上で、当該社に情報提供依頼書等を供覧することとします。本
作業を共同して行う社の従業員の故意又は過失により情報提供依頼書等が漏えい
した場合であっても、当社は情報提供依頼書等の取扱い上の責任を免れることは
ありません。

５ 当社は、本作業に関係のある者に対しても、本作業に必要な限度を超えて情報
提供依頼書等を供覧しません。

６ 当社は、情報提供依頼書等の電子計算機情報への加工を行いません。また、原
則として、情報提供依頼書等の複製は行いません。本作業上、真にやむを得ない
場合に複製したときは、当社の責任において確実に管理し、原本の返却時に管理
記録簿と共に○開○室に提出します。

７ 当社は、本作業に関係のない者をみだりに本作業等施設（本作業を実施する当
社施設又は情報提供依頼書等を保管する当社施設をいう。以下同じ）に立ち入ら
せ、又は近づけません。

８ 当社は、本作業に関係のある者に対しても、作業に必要な限度を超えて本作業
等施設に立ち入らせません。

９ 当社は、本作業により情報提供依頼書等の内容を知り得た取扱者が離職した後
も、知り得た情報は本誓約書各項の規定と同様の管理体制により扱います。

１０ 防衛装備庁が必要性を認めたとき、当社は情報提供依頼書の保全の状況に関
する検査を受け入れ、又は必要な指示に従います。

１１ 当社は、情報提供依頼書等の漏えい、紛失、破壊等が発生し、またそれらの
疑いもしくはおそれがあったときは適切な処置をとるとともに、その詳細を速や
かに○開○室へ報告します。

令和 年 月 日
防衛装備庁
長官官房 装備開発官（○○担当） 御中

所 在 地
企 業 名
代表者氏名



研究開発事業における情報提供依頼（ＲＦＩ） 解説書

まえがき

情報提供企業の募集（ＲＦＴ）／情報提供依頼（ＲＦＩ）は、研究開発に係る将

来の事業計画案を検討するに際し、公平性及び透明性を確保しつつ、民から事業に

関する情報及び技術的実現性やリスク等について収集を行うものである。

ここで記載しているＲＦＩの項目は、開発事業に係る「標準的な」ＲＦＩの項目

となっている。事業によってＲＦＩに追加すべき項目がある場合又はここに記載さ

れているＲＦＩの項目が不要な場合は、事業ごとに追加又は削除されたい。研究試

作事業に係るＲＦＩの項目については、本解説書を参考に、各開発室及び研究室で

作成されたい。

ＲＦＩの目的は、装備品等研究開発見積り、概算要求書、年度業務計画及び試作

仕様書の作成の資とすることである。本解説書では、情報収集資料として効果的と

思われるものを例として、概要図等を掲載しているが、これらはあくまで、解説の

理解を深めるために参考として掲載しているものであり、同様の資料を取得するこ

とを強制しているものではない。

なお、民から情報提供された資料で不明な点や、更に検討してもらいたい項目等

があれば、再度、質問することが可能である。ただし、調達等関係業務に従事して

いる職員が防衛省の退職者を含む業界関係者と接触する場合における対応要領につ

いて（防経装第８３０３号。２７．１０．１）、調達等関係業務に従事している職

員が防衛省の退職者を含む業界関係者と接触する場合における対応要領の細部事項

について（装管調第８９号。２７．１０．１）、防衛装備庁全職員のコンプライア

ンス遵守に関する意識の徹底等について（装官監第１０５０号。２７．１０．１６）

及び防衛装備庁の職員が職務上、防衛省の退職者を含む業界関係者等と接触した場

合における記録の作成について（装官総第１４９５９号。２９．１１．７）に則り、

公平性及び透明性を確保する必要がある。

１ 情報提供依頼の目的

ＲＦＩの目的をここで提示するとともに、次の一文を必ず記載すること。『なお、

本件はあくまでも情報収集の一環であり、この資料をもって、将来の新たな事業開

始の決定又は契約業者を選定するための手続に一切の影響を与えるものではありま

せん。』

１．１ 用語及び定義

ＲＦＩにおいて使用される主な用語及び定義を表に示す。



表 用語の意味

番号 用語 意味

Work Breakdown Structureの略。事業を実施する
１ ＷＢＳ 上で必要な作業の全範囲を階層的に細分化したも

のをいう。

横軸に時間、縦軸に計画の構成要素を配置し、

２ ガントチャート 帯の長短によって作業の進捗・計画を表した表を

いう。

３ クリティカルパス 事業全体に重大な影響を及ぼす可能性のある作

業またはプロセスをいう。

システムの構想や任務、特性等を考慮しつつ、

４ システム設計 要求された機能・性能等を実現するために、シス

テムにおける主要構成品ごとの機能・性能等を解

析し、明確にすることをいう。

システム設計に基づき、主要構成品ごとの細部

５ 基本設計 設計に必要な細部要求機能・性能等を明確にする

ことをいう。

基本設計に基づき、主要構成品ごとに関する細

６ 細部設計 部の設計（機能・性能の設定、製造図面の作成等）

を行うことをいう。

７ 関連試験 設計データの取得等を行い、設計に反映するた

めの試験をいう。

細部設計に基づき製造された供試品に対して、

８ 設計検証試験 設計に要求された機能・性能等を満たしているこ

とを検証するまで実施する試験をいう。

納入予定の試作品に対して、主に構造・形状・

９ 製品試験 寸法・質量、機能及び性能に関して適合している

ことを保証し、性能確認試験に供し得ることを確

認するための試験をいう。

試作における成果物である試作品の性能につい

１０ 性能確認試験 て設計に適合するか否かを官が評価するために行

う試験をいう。

１１ 量産単価 装備品等の研究開発後の量産を想定した装備品

等の単価をいう。

ライフサイクル 装備品等のライフサイクルを通じてそれらの取

１２ コスト（ＬＣＣ） 得を行うのに必要な経費であって、ライフサイク

ルの各段階について算定される経費の総額をいう。

２ 事業の基本方針及び構想

民が情報提供するにあたっては、必要となる前提条件を官が提示するものとする

が、秘に該当する機能・性能等の内容は提示しないものとする。したがって、装備

数量が提示できない場合などは、数量を一定の幅で示して、量産単価の試算をして

もらうなど、工夫が必要である。

なお、ＲＦＩによる民からの情報提供資料は、文書としての取扱区分を「部内限



り」以上とする。

２．１ 事業の基本方針

官は、当該研究開発事業の必要性、目的等について記載する。

２．２ 構想

官は、可能な限り、運用構想、装備構想、想定している開発期間等を記載する。

２．３ 参考とすべき機能・性能

官は、目標とすべき機能・性能を記載する。この際、民より様々な観点から情報

提供を受けられるように記載に配慮されたい。ただし、秘が推定されないように

留意すること。例えば、耐弾性能が秘に該当する場合、「耐弾性を有すること」

等と機能として記載し、耐弾性能について民から幅広い情報提供を受けるように

されたい。

３ 情報提供依頼事項

官が提供した前提条件を踏まえ、官が民に情報提供してもらいたい情報を記載す

る。

３．１ システム検討

官は民に、２．２項の運用構想を踏まえた装備品等全体システム構想案を提示す

ること依頼する。

３．２ 解明すべき技術課題の抽出と解明方法

官は民に、３．１項で提示されたシステム構成案を実現する上で確認すべき技術

課題を抽出すること及びその解明方法を示すことを依頼する。

３．３ 事業全体のプロセスの検討及び想定されるリスクの分析・評価

官は民に、３．１項で提示されたシステム構成案を実現するために必要な開発事

業全体のプロセス（システム設計、基本設計、細部設計、関連試験、製造、設計検

証試験、製品試験、性能確認試験等）の流れについて、ＷＢＳに示す作業内容によ

りガントチャートで示すこと及びスケジュールリスク、技術的リスク等の事業を遂

行する上で潜在しているリスクを分析することを依頼する。

開発事業全体のプロセスの流れをＷＢＳに示す作業内容によりガントチャートで

示す記載例を、民が提示するイメージとして次に示す。民は、事業計画全体のプロ

セス（官の実施する性能確認試験を含む）の流れをＷＢＳに示す作業内容によるガ

ントチャートで示すとともに、リスク分析を行い、事業に与える影響度（リスクラ

ンク）を分析する。ここでは、クリティカルパスがどこに存在するのかを分析（赤

線がクリティカルパス）するとともに、各ＷＢＳ項目の経費を計上し、そのを示し

ている。事業計画立案段階では、民から、概算要求に必要となる積算経費の情報を

提供してもらう必要があるので、この時点における各ＷＢＳ項目のレベルは、各種

設計（システム設計、基本設計及び細部設計）及びそれに付随する関連試験、各ハ

ードウェアベースの製造、設計検証試験、製品試験及び性能確認試験の項目程度の

レベルでの構成を想定している。

ただし、概算要求資料作成段階におけるケーススタディ等により、民が提示する



開発事業全体プロセスと異なる線表で分割することがある（例えば、試作（その１）

で実施する予定だった関連試験等を、試作（その２）に先送りする等）ので、各Ｗ

ＢＳ項目に係る作業工数及び経費について、官は把握しておく必要がある。

＊ リスク分析から経費積算までの検討について

民が提示する開発事業全体のプロセスに係るリスク分析については、同じリスク

項目であっても、各社でリスクランク（リスク影響度×発生確率）がばらついたり、

リスク項目自体が異なったりする可能性がある。そこで、官は当該事業のリスク項

目及びリスクランクを設定し、かかるリスク低減に伴う経費を計上するため、ＲＦ

Ｉへの回答後、必要に応じて各社から再度ヒアリングを行い、当該事業におけるリ

スク分析を行ったうえで、必要な経費を積算していき、概算要求に向けた担当官見

積りを立案することとなる。

＊ 無償により、民から情報提供を受けることに伴う注意事項

民が提供する情報は必ずしも技術的根拠のある正確な内容だけとは限らないた

め、官はその情報提供内容の妥当性を精査する必要がある。計画担当者は、事業着

手前から、基盤研究等によって、技術動向調査等の有償の調査研究を実施し、技術

トレンド、企業の有する技術力等を把握した上で、企業からの情報提供を受けるよ

うにする。

さらに、必要であれば、グループ会議等を利用して、技術的妥当性を精査する他、

シミュレーション、分析役務等を有償で実施し、技術的妥当性の根拠を得る。また、

経費面では、官は、過去に開発した類似装備品等の経費の分析や他の企業が情報提

供した積算経費を分析した上で、その開発事業総経費の妥当性を判断し、事業計画

を策定していく。

３．４ 事業全体の試験評価構想の検討

官は民に、事業全体の試験評価構想（関連試験、設計検証試験、製品試験等）の

提示を依頼するとともに、試験評価構想のうち、民が実施する試験の試験評価項目、



試験実施要領等、試験計画案を複数案提示するよう依頼する。また、その試験実施

に際して、制約事項（海面使用や電波実験局の申請等）についても提示を依頼する。

併せて、官が主体となって実施する必要があると民が考える試験評価項目について

も情報提供を依頼する。

仕様書作成の際に製品試験実施要領を規定するため、民に製品試験で実施する試

験評価項目範囲を情報提供してもらうことも重要である。官は実施のリスクが高い

と考えられる試験評価項目について、性能確認試験で実施していく。

※ 戦闘機を用いた飛行試験、誘導弾の発射試験、戦闘車両の走行間射撃試験など、

多くの部隊支援が必要な大規模で危険を伴う試験。

３．４．１ 試験評価項目及び試験実施要領

官は民に、３．２項で提示される技術課題解明プロセスの中に記載される各種試

験について、どの時点で何を評価するのか俯瞰的に可視化した、事業全体の試験評

価項目の情報提供を依頼する。これらのケースは、３．５項の経費及びスケジュー

ルの検討（官民の試験分担とスケジュール及び経費の感度分析を含む。）の元とな

る。また、民が試作研究請負契約で実施する試験評価項目のみならず、官が主体と

なって試験をすることが必要があると民が考える試験評価項目についても情報提供

を依頼する。



３．４．２ 官主体で実施が必要と考える試験及びその理由

官は民に、事業全体の試験評価構想の検討の中で、官が主体となって試験をする

ことが必要があると民が考える試験評価項目について、その理由の提示を依頼する。

３．５ 概算経費の検討

３．５．１ 試作品費及び開発総経費の試算

官は民に、３．３項で示した開発事業全体のプロセスを元に、実施に必要な経費

規模の提示を依頼するとともに、３．４項で示した事業全体の試験評価構想から、

民と官で実施する試験分担プランを複数案提示し、それらを実施するために必要な

コスト（試作品費及び開発総経費）とスケジュールを試算して提示することを依頼

する。

３．５．１．１ 試験を民で全て実施する場合及び官民で分担して実施する場合の

試算

官は民に、民が負担する試験分担を３．４項で示した全ケース１について、コス

トとスケジュールの試算を依頼する。

３．５．１．２ 官民の試験分担とスケジュール及び経費の感度分析



官は民に、民で全ての項目について性能確認試験を実施した場合に必要となるコ

スト試算及びスケジュール分析を行うことにより、官が性能確認試験を行う場合の

開発総経費のコスト削減効果を定量的に示す資料の提示を依頼する。官民の試験分

担の感度分析の例を、民が提示するイメージとして次の図に示す。

３．５．２ 量産単価及びライフサイクルコストの試算

官は民に、第２項で示した構想（装備数量等）を元に民がライフサイクルコスト

を試算（ベースラインの提示）し、ベースラインとなるシステム構成案から、機能

・性能とライフサイクルコストのトレードオフスタディ検討を実施することを依頼

する。試算の際には物価上昇や為替レート等予測困難な変数もあるため、開発にお

いて主に使用されている材料の物価上昇等を含めたエラーバー表示を行うなど表記

の仕方も考慮するよう依頼する。民が提示するイメージは、例えば、搭載エンジン

とライフサイクルコストのトレードオフスタディ検討、防護性能とライフサイクル

コストのトレードオフスタディ検討、砲の口径及び車両の有無とライフサイクルコ

ストのトレードオフスタディ検討等、機能・性能とライフサイクルコストの試算を

行い、ベースラインとの比較を行うイメージである。

３．６ その他の取得方法

官は民に、諸外国の類似装備品等の機能・性能の調査を行うとともに、諸外国が

有する技術レベルや類似装備品等の機能・性能と比較することを依頼する。

予算要求で、諸外国の類似装備品等についての比較を説明する際、「なぜ諸外国

の装備品等を購入しないのか」という問いに対し、主要な機能・性能面で優位性を

有していることを説明することが必要であり、そのためには、諸外国の類似装備品

等の主要な機能・性能、量産単価、ライフサイクルコスト等の情報をできる限り収

集することが必要である。ＲＦＩは、無償による民からの情報提供を前提としてい



るため、この項目の情報を取得するのは限定的になる可能性があり、必要であれば、

官が自ら出向いて、展示会や海外企業から情報を収集する。

４ 情報提供要領

この項目については、研究開発事業の内容とは関係なく、統一的に記載ができる

項目であり、記載例を提示する。予算要求等の準備の関係で、早めに一部の情報を

入手したい場合は、提出期限を２回以上設定するなど工夫されたい。担当窓口のメ

ールアドレスは個人メールを避け、事前に代表メールアドレスを登録するようにす

る。質疑応答について、例えば官が企業に対して説明をしている場で企業から質問

を受けた場合、その場では回答せず、全企業に対し提示するよう取りまとめて、一

括して回答するようにする。

４．１ 様式

回答の作成においては、表題に「情報提供書」と記載するとともに、回答の

提出においては、紙媒体（Ａ４版縦資料）にて、２部、書込み禁止としたＤＶ

Ｄ等に収納した電子データにて、１部を提出するものとする。

４．２ 提出期限

情報提供書は、中間時点及び最終時点で提出するものとし、以下の提出期限

とする。また、後日問い合わせる場合があるため、必ず担当者の連絡先（氏名、

所属、電話番号、メールアドレス）を提出資料（電子データについては、書込

み禁止としたＤＶＤ等に収納すること。）に記入するものとする。

（１）情報提供書（中間）

令和〇年〇月〇日（〇）〇時の提出期限を基準とし、詳細は官と調整

する。なお、〇項の情報提供依頼事項のうち、少なくとも、〇項から〇

項までは中間時点までに可能な限り検討を進めることとし、それ以降の

範囲は検討の方向性について概要を記載するものとする。

（２）情報提供書（最終）

令和〇年〇月〇日（〇）〇時を提出期限とする。

４．３ 提出方法

情報提供書を提出する際は、郵送等又は手交その他確実な方法により提出す

る。

４．４ 提出先

担当窓口：防衛装備庁長官官房装備開発官（〇〇担当）付第〇開発室

住所：〒１６２－８８７０ 東京都新宿区市谷本村町５－１

場所：防衛省Ｄ棟〇階 装備開発官（〇〇担当）付第〇開発室

電話番号：０３－３２６８－３１１１（内線）〇〇〇

メールアドレス：〇〇〇@cs.atla.mod.go.jp

４．５ 質疑応答

質問及びその回答は電子メールにて実施することを基準とする。この際、貴

社においてＲＦＩに係る質問及びその回答の送受信を官と行う場合に使用する

メールアドレスは１つとし、質問は令和〇年〇月〇日（〇）〇時までに、別に



定める様式にまとめて送付するものとする。なお、受領した質問に対する回答

は、令和〇年〇月〇日（〇）〇時を目途に担当者に送付する。電子メールでの

質問及びその回答が妥当でない場合は、書面又は書込み禁止としたＤＶＤ等に

収納した電子データにより官の担当者に手交等するものとする。

企業からの質問及びその回答については、公平性の確保の観点から、企業間

の情報格差が生じることを防ぐため、企業の社名が特定されない形式とし、提

案の意思を示した全ての企業に対し提示する。

４．６ 情報保全

ＲＦＩには、防衛省の保護すべき情報が含まれるため、ＲＦＴの手交時に貴

社が担当窓口に提出した「情報提供依頼書等の保全に関する誓約書」の規定に

基づく措置を講ずるものとする。

４．７ その他

（１） 本ＲＦＩは、将来における事業の実施を約束するものではない。

（２） 貴社が提出した情報提供書は、行政機関の保有する情報の公開に関

する法律（平成１１年法律第４２号）による開示請求があった場合、

防衛装備庁が開示することを制限した内容を除き、開示することを前

提とする。

ただし、貴社が防衛省以外に開示制限を希望する情報については、

具体的内容及び理由を明記（様式随意）することにより、貴社の許可

なく開示することはない。

（３） ＲＦＩへの回答は、防衛省内における〇〇〇システムの実現性検討

等の目的のみに使用し、貴社の許可なく第三者へ開示することはない。

（４） ＲＦＩの回答及び質問にて使用する言語は日本語とする。

（５） ＲＦＩへの回答については、返却しないものとする。

（６） ＲＦＩへの回答に要した費用は貴社の負担とする。

（７） ＲＦＩへの回答に関し、ヒアリングを実施する。その際、説明及び

質問に対する回答者は貴社のプロジェクトマネージャもしくは責任者

とする。なお、ＲＦＩへの回答及びヒアリングの結果は、契約業者を

選定するための手続きに一切の影響を与えるものではない。


